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ため，確定後の事情変動は考慮できないとも思える。しかし，
公序審査の趣旨は，承認国の基本的秩序を守る点にある。そし
て，外国判決確定後に生じた事情を考慮できないとすると，当
該外国判決を日本で承認することで日本の公序が害される事
態が生じるおそれがあり，上記趣旨に反する。そこで，公序審
査の基準時は承認審査時であり，確定後の事情をも公序違反
の判断において考慮できると解する。 

 ※ 訴訟手続の公序違反については，内国関連性は問題となら
ない点に注意。 

 
 

 

第４章 国際家事事件 

 後見等に関する事件の国際裁判管轄 Ａ  

 後見等開始の審判の国際裁判管轄は通則法５条による。もっと
も，後見人の選任・解任その他の後見等に関する事件の国際裁判管
轄については明文がないため条理による。 
 この点について，後見等に関する事件では，被後見人等の保護が
重視されるべきである。そして，被後見人等の保護はその生活の本
拠のある居住地において最も効果的に図られるといえる。 
 そこで，被後見人等の常居所地国が日本にある場合に日本の国
際裁判管轄を認めるべきと解する。 
 
 ※ 未成年後見人の選任の審判については，家事事件手続法３

条の９が規定する。 
 

 特別の事情による訴えの却下（人訴法３条の５）
と提訴後の事情の考慮の可否 

Ｂ  

 管轄は，訴え提起の時点を標準時として定められる（民訴法３条
の 12）。同条の規定の趣旨が人訴法３条の５にも及ぶのであれば，
特別の事情による訴えの却下の有無は，訴え提起の時点の事情を
もとに判断されるべきことになる。そこで，提訴後の事情を考慮し
て訴えを却下することの可否につき，同条に民訴法３条の 12 の効
力が及ぶか問題となる。 
① 考慮できるとする説 
  そもそも，同条は，当事者間の衡平や適正・迅速な審理の実現
の見地から，当該事件における具体的事情を考慮して日本の裁
判所が審理・判断することが適切ではない場合に，訴えを却下す
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るものである。かかる見地からは，事後的に日本の裁判所におい
て審理・判断することが不適切な状況に陥った場合には，訴えの
却下を認めるべきである。また，人訴法３条の５が，訴えにつき
「日本の裁判所に提起することができない」と規定するのでは
なく，単に「却下する」と規定していることからすれば，管轄権
を否定する趣旨の規定にとどまらないというべきである。 

  そこで，民訴法３条の 12 の規定の効力は人訴法３条の５には
及ばないというべきであり，提訴後の事情を考慮して人訴法３
条の５に基づき訴えを却下することもできると解する。 

② 考慮できないとする説 
  そもそも，人訴法３条の５は，「第一款 日本の裁判所の管轄
権」に置かれている規定であるから，専ら管轄権の有無について
定めた規定であると解すべきである。 

  そこで，管轄に関する民訴法３条の 12の効力が及ぶというべ
きであり，提訴後の事情を考慮して訴えを却下することはでき
ないと解する。 

 
 ※ 例えば，提訴後に子の住所が日本から外国に移った場合に，

当該子の利益を考慮して訴えを却下するべきではないかが問
題となる。 

 ※ 仮に提訴後の事情を考慮できるとしても，日本での審理が
既に十分に進行しているような場合には，日本で審理するこ
とが適正・迅速の理念に適うから，特別の事情による却下を認
めるべきではない方向に傾くであろう。 

 

 外国離婚判決の承認要件 Ｃ  

 人事訴訟法は民訴法 118 条の適用を除外していないため，外国
における離婚判決の効力を日本で承認するためには，同条１号な
いし４号の要件を満たさなければならないはずである。もっとも，
離婚判決という身分に変動を与える判決の承認に当たり，もっぱ
ら国家間の事情である４号の要件をも適用すべきか。 
 この点について，外国では離婚が認められているが日本では離
婚が認められないという不均衡な身分関係の発生をできる限り防
ぐ必要がある。 
 そこで，４号の要件は不要であり，１号から３号の要件を満たす
場合には外国離婚判決も日本で承認されると解する。 
 
 ※ 親子関係訴訟事件に関する外国判決の承認についても，外

国では親子関係が認められるが日本では親子関係が認められ
ない等の不均衡な身分関係の発生をできる限り防ぐ必要があ
るから，４号の要件は不要であり，１号から３号の要件を満た
す場合に外国の親子関係訴訟事件判決も日本において承認さ
れると解することになる。 
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